
l 陣曹のある児童生舗の陪社会側の加速化に向けた特別支掻教育の充実 | 
平成~年度予算額i~J:.;j億円 〈平成~年度予算割~億円

一-， (早期支援)

0阜期からの教育相駁・支援体制構築事業 336百万円 (335百万円)
障害のある子供に対する早期からの教育相談及び支媛体制の構築を推進するため、教育と保育、福祉、保健、医療等の連携推進、情報提供等の取組を支援する。

40箆flT____l胡支t駐三百主三全二飽立O..A.配置

(教職員の専門性向上)

0【拡充】特別支鐘教育に関する教職員等の資質向上事業 292百万円 (14百万円)
特別支援教育を担当する教員の専門性の向上を図るため、特別支援学校教員等に対する専門的な研修の実施や特別支援学校教諭免許状取得に資する取組を

実施するとともに、その環境整備を行う。
・指導者養成講習会等の実施(拡充)15箇所→27箇所・免許状取得促進セミナーの開催(新規)6箇所
+ICTを活用した教員の専門性向上充実事業、障害者スポーツに関する教員研修のための施設整備(新規)(特総研)
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O発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業 586百万円 (586百万円)

・【新規】発達障害の可能性のある児童生徒等の系統性のある支援研究事業 71百万円
発達障害の可能性のある児童生徒に対する支媛に向けた取組の1つとして、教育委員会等が主体となり、新たに各学校段階の移行期における円滑かつ適切な

引継ぎ手法・時期等に関する調査研究事業を行うことで特別支媛教育の充実等を図る。 15箇所
.発逮障害の可能性のある児童生徒に対する早期支媛研究事業 45箇所・発達障害支援アドバイザー約80人配置
・発達障害理解推進拠点事業 30箇所 ・発達降害に関する教職員育成プロヲヲム開発事業 7大学

学
校
教
育 (インクルーシブ教育システムの構築・障害者理解の推進)

Oインクルーシブ教育システム構築モデル事業等 831百万円 (989百万円)

金I盤盟1皇按における交流及び共同学習巷通じた障害者理解(心のバリアフリー)の推進 147百万円
子供たちの社会性や豊かな人間性を育み、相互に人格と個性を尊重・理解し合える共生社会の実現に向けて、障害のある子供と障害のない子供が一緒に障害

者スポーツを行ったり、障害者アスリート等の体験談を聞いたりするなどの障害者スポーツを通した交流及び共同学習を実施する。 25箇所
・インクルーシブ教育システム構築モデル事業 35箇所・特別支媛学校機能強化モデル事業 25箇所・看護師配置事業

問-会，_

i主賓上の支壁及び教材の開発]

0学習上の支援機器等教材活用促進事業 497百万円(584百万円)
・学習よの支援機器等教材研究開発支援事業 9箇所 ・支媛機器等教材を活用した指導方法充実事業
・教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進プロジェクト 等

自
立
と
社
会
参
加

(高等学校段階における支援)

0自立・社会参加に向けた高等学校段階における特別支援薮育充要事藁 388百万円(449百万円)
・キャリア教育・就労支媛等の充実事業 35箇所・就職支媛コーディネーター約35人配置

金個々の能:"t.J~JI~査制孟玄関日支援敦賀長~&裏業」垣箇配自立活動叢担当教員一的立払配

(就学の支援)

O【拡充】特別支握教育就学饗励費負坦等 11，583百万円 (10，151百万円)
L且 特別支援学校及び特別支援学級等に就学する障害のある児童生徒等の保護者の経済的負担を軽減するため、通学費、学用品費等に必要な経費を援助する。

・特別支援学校高等部の生徒の通学費、学用品費等の支援拡充(高校就学支媛金制度見直しの学年進行対応)

-23-補助率:1/3等※特別支媛学校の教室不足解消のための補助※【拡充】教職員定数の精通級指導など特別支媛教育の充実 100人

ー-、、、，、，、，、，
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l インクルーシブ教育システム構築事業 税法鴇 .fifBI 
障害者権利条約の批准や改正障害者基本法の趣旨等を踏まえ、インクルーシブ教育システムの術築に向けた取組として、特別支援教育の専門支援人材の配置・活用等を推進 :

しつつ、早期からの教膏相談・支援体制の構築、幼稚園、小・中学校、高等学校等における合理的配慮の充実及び鎚点地媛・掌校における調査研究、インクルーシブ教育システム :
:摘築に関するデータベースの整備、合理的配慮の関連知識の習得及び情報共有者F図るためのセミナー開催等を行う。さらに、引き続き医療的ケアのための看種師毘置等を行う。

学期以前 ...... 小ー中学校 高等学校

4・早期からの教育相髄・支援体制の構築

(40納減・早期支鍾コ→トネート約120人の配置)

-特別な支媛が必要となる可能性のある子供及び
その保磁者に対し、早期から情報提供や相談会の
実施等に取り組み、障害のある子供一人一人の
教育的ニーズに応じた支媛を保障する就学先を決
定する。

車盟主立

@内8sa
盟運血昼

0連機協緩
会の開催

早期支綴コーディネ-~- 0専門的な

<実践イメージ> 助言、研修

0早期からの情報提供
0相餓会の実施
0就学移行期等の支緩

円滑な就学

4・就掌奨励費の支給対象極左

〔特}lIJ支般教育就学奨励費負担等に計上〕

-医療的ケアのための看樟師E置{釣330人)

金盤Bg支橿掌枝機能強化モデル事象

(25地埠・ST.OT.PT.心理掌の専門憲等

約500人の毘置)

之丞圭b.Il豊玉王&.
(60地媛・合理的~1I協力員約70人のE置)

0幼稚園、小・中学校、高等学校等における合理的配慮の充実に関する拠点地媛・学校における調査研究(35地媛)

・幼・小・中・高におけるインクルーシブ教育システム(通級による指導等の活用を含む)の実現に向けた合理的配慮の鋼査研究を実筋。

・小・中において、インクルーシブ教育システムを特別支媛学級と通常の学級の交流及ぴ共同学習の形で追求する.

-特別支媛学校と小・中・高において、インクルーシブ教育システムを特別支媛学校と通常の学級の交流及び共同学習の形で追求する。

・インクルーシブ教育システムを域内(市町村又は績数の市町村)の教育資源(通常の学級、通級による指導、特別支復学級、特別支媛

学校)を活用する形で追求する。

取組の収集・書官積

4・インクルーシブ教育システム構築データベース(独立行政法人目立特別支撞教育総合研究所L(運営費交付金に計上〕

・合理的配慮を確保しつつ、インクルーシブ教育システムに先導的な取組を実施している鎚点地織・学校での取組についてデータベース
を整備し、普及促進と共有化を図る。

4・「合理的配慮1普及推進セミナーの開催(文部科学省・6ブロックで実施)

・教育委員会や学校関係者に対して、合理的配慮に関する関連知織の習得と情報共有による、就学事務の円滑化を図るため、セミナー
等を開催。

0学校における交流及び共同学習を通じた障害者理解(心のバリアフリー)の推進(25箇所)【新規】

-障害のある子供と障害のない子供が一緒に障害者スポーツを行う、障害者アスリート等の体験駁を聞くなどの障害者スポーツを
通した交流及び共同学習を実施する。

-就学奨励費の支給対象を鉱大し、通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の就学を
支援する。

-特別支媛学校に在籍する医療的ケアを必要とする子供に対応するため看護師を配置する。(1/3補助)

-複数の特別支媛学校が逮携し、機能別等の役割分担をしながらセンター的機能の機能強化を図る。都道府県・指定都市教育委員
会は、そのために必要な専門家(ST，OT，PT，心理学の尊門家等)を特別支緩学校等に派遣する。また、キャリア・職業教育、ICT.
AT活用など今目的課題への対応も行う。

-視覚障害、聴覚障害、病弱・身体虚弱について、各県ごとの教育資源が少数しか存在しないことから、広滅的な取組を促すことによ
り、専門性向上も含めた体制整備を促進する。

特別支援学校(幼稚部・小学部・中学部・高等部) -24・



l特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業 (Z2272E355 ;;謂I
0 障害のある幼児児童生徒が一人一人の教育的ニーズに

応じた指導や支援を受けられる様にするためには、教育
を担当する者を中I~\に教員の資質を向上させることが喫
緊の課題。

O 一方、特別支援学校教諭免許状の保有率は、特別支援
学校の教員で7割、特別支援学級担当教員で約3割。

今後の学制等の在り方についてく第5次提言〉
(平成26年7月教育再生実行会議〉

教師が特別支援教育に関する知識・技能を身に付ける
ことができるよう、特別支援学校の教師は!Q{I須化ち視野
に入れ、特別支援学校免許状の取得を促進する。

1 .指導者養成講習会・自立教科等担当教員講習会

特別支援学校における教育の質の向上の観点から、
特別支援学校免許状保有率の向上による担当教員として
の専門性を担保することが必要。

そのため、特別支援学校教諭免許状を取得するための
免許法認定講習を大学に委託、受講機会の拡大を図る。

-量当直~E童当圃
委託

開設

対面講習: 25大学

通信講習: 2大学

E冨函霊童墨書

講習受講→単位修得→特別支援学校教諭免許状の取得

2. 自立と社会参加に向けた特別
支援教育理解啓発会議の開催

3. 特別支援学校教諭免許状取得促進
セミナーの開催

新規

就学期にある障害のある子供の保護者等を
対象に、就学制度や特別支援教育について理
解を深めることを目的として、講演や体験談
の発表、意見交換などの理解啓発会議を実
施。

教育委員会や、大学を対象としだ講演や意見交換を行い、特別支
援学校教諭免許状の取得計画や、免許法認定講習の開設時期・科目
設定の情報交換を実施。

全国6箇所
教育委員会

人事担当

特別支援教育担当

免許取得計画

教員採用情報

講習開設情報等

教員養成

講習開殴

免許保有率向上による特別支援学校教員の専門性の向上「 地域における特別支援教育のセンター的機能の充実

インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進 -25-



ー ? ・ ' 主 ~， ・ ~~'fíJ'1.~'1J]=~~~~_.~à:~~.~r~ ・ 2

- ~;~fì~~ ゆ~~1Jl=.t:=:J:::f，'! と ~ ・ :.1;=;!i '; El'~ ; :e;~~~v~二 三 ~i) τ ~ ・ :] ;l !Rlol'..r=-'.i] :': lC:~il1'''{_;τ ー;・ ":Tl;ElC1!J"::: 
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f① 公立の小・中学校の通常の学級において、学習面文は行動面において著しい困 ¥ 

難を示す児童生徒が 6.5%(推定値)程度の割合で在籍している(平成24年12月
文部科学省調査)。

② これらの児童生徒以外にも、 困難があり教育的支援を必要としている児童生徒

がいる可能性がある。
③ また、低学年では学習面や行動面の問題は見えやすいが、高学年になるにつれ

著しい困難を示す場面

学習面又は行動面

学習面

行動面

学習面かつ行動面

て様々な問題が錯綜し見えにくくなる可能性があり、 特に早期発見・早期支援 ; I、、 笠置直企劃金

推定値

6.5首

4.5略

3.6弘

1.6弘

が重要。 !I 作 一竺 チ~~~司
④ さらに、各学校段階において行われてきた児童生徒への指導の経過を共有し、 : I :: III 

進学先等における児童生徒の特性や障害の程度に対するより良い理解につなげ l I 斗11n 主遊館似f針 。

、、ゴ
。発達障害早期支援研究事業 381百万円

く2次公募の実施〉
-学習面や行部j面で、何らかの困難を示す児童生徒の学校生活への不適応を防ぐための指導方法の改善、 ‘ 
早期支援の在り方について研究事業を行う。 40地域、5大学

(事業内容) (発達障害支援アドバイザー約80人配置)

系統性のある支援研究事業について

2次公募を実施。

0学習面や行部j面で何らかの困難を示す児童生徒を含む全ての児童生徒が理解しやすいよう菌日草した授業等の改善
0放課後補指旨導等の学習面での配l釈 明泣的・聴覚的掛l搬の軽減等併す動面での百首都こよる指導方法の工夫

対象10都道府県及び指定都市教育委員会
団体10市 (特別区を含む)町村教育委員会

、0適切な実樹芭握等による早期支援の在り方 など

~ð 

エ二〉鰹'f_ D _jI1lD 迫感 工〉
||幼稚園段階| 小 |小学校段階l 小 11中学校段階| 小 11高等学校段階| 小

， -ら日-吋刊。系矧刷統削性……業 7 1 百訂叩万珂円 (糊 lししししし'一一一一.一一一司一一-一-一…………-一………エ-一…二 …-一二….;一;-z1:二工「二一一一一一-一一二-一二圃二ナ二
.教育委員会が主体となり1、.発達障害の可能性のある児童生徒等に対する各学校

， おける円滑かつ適切な引継ぎ手法、時期等に関する調査研究を実施する。 15地域 F 、 ; 
夕、

: (事業内容) (学校関連携コーディネーター約45人配世)止よ ! 
出遅監J i iO引継ぎを意識した個別の教育支援計画等の作成方法の研究 I'''I"-' : 

:0進学前後における引継ぎ内容及び時期の研究 ___!竺酔盛壁土!........!
lo児童生徒本人及び保護者の同意を得つつ、引継ぎを実施する仕組みの梢築など



[ 発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業
②発達障害に関する教聡員等の理解書発・専門性向上事業 平成~年度予算額 æE百万円(平成~年度予算額iHj百万円) I 

.・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................................................................................................................................................................・・・・・.....・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.一.
小・中学校の通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒は、 6， 5%程度

の割合で在籍しており、すべての学校・学級において、これらの児童生徒に対する支援が、喫緊の課題となっている。
発達障害のある児童生徒への支援にあたっては、教員一人一人が、発達障害に関する正しい知識を習得するとともに、

児童生徒への適切な指導や、保護者等に対して十分な説明を行い理解を得る必要がある。また、各学校において、発達障

害に関する支援の中核となる高度な専門性を有する教員の存在も重要である。
そのため、教員に発達障害に関する正しい理解を図るための理解推進拠点事業を実施するとともに、発達障害に関する

\要門的 1 零拷的知務費煮烹希望~1Il雪男李?雪月号烹.争.たりりj'o竺ラ'Á開発烹行弘 . 町、，Ear 

l。発達障害理解推進拠点事業 51百万円 | 丸ムムl

-教員一人一人が、発達障害に関する正しい知識を習得するとともに、適切な指導や学校教育活動全体を通じて児童
生徒の理解を深める。また、保護者等への十分な理解を深めるための取組について、拠点校を設けて実践事業を行う。

さらに、その成果普及のためのセミナ一等の開催や、教育支援を行う体制を整備するためのガイドラインの作成を

行う。 30地域

(事業内容)
O 教員向け発達障害に関する校内研修等の実施

-特別支援学校退職教員、元通級学級担当教員を講師として校内研修を実施
.学校教育活動全体を通じて児童生徒への理解を図るための取組の実践

0 教員、保護者、地域等を対象とした成果普及のためのセミナーの開催

。教育支援を行う体制を整備するためのガイドラインの作成 など

l。教職員育成プログラム開発事業 83百万円 11 

~ 

S綱
・学校現場において、発達障害に関する専門的・実践的な知識を有する教職員を育成するため、各大学に

おいて、教員養成段階や、現職教員向けのプログラム開発を行う。 ヱ去主
(事業内容)

O大学における教員養成段階において、学生に対する発達障害に関する専門的・
実践的知識を習得するためのプログラム開発

0大学院研究科等において、中核的な現職教員に対する発達障害に関する高度で
専門的な知識等を習得するためのプログラム開発

0成果普及のためのワークショップの開催 など -27-



l 学習上の支援機器等教材活用促進事業 | 
平成27年度予算額n;I'J百万円〈平成~年度予算額~百万円.

f 企業・大学等が学校 ・教育委員会等と連携し、児童生徒の障害の状態等に応じて使いやすい : 
1支援機器等教材を開発。国が企業等での支援機器等教材の開発費を支援することにより 、利用 i 
i者が入手しやすい価格での製品化を目指す。 j 
i また、学校において、活用が十分に進んでいない支援機器等教材について、適切な支援機器 j 

l等教材を用いた指導方法の開発のための実践研究を行い、その活用・普及を図る。 ノ
学習上の支援機器等教材研究開発支援事業

企業・大学等が学校・教育委員会等と連携し、

ICTを活用した教材など、児童生徒の障害の
状態等に応じて使いやすい支援機器等教材を開発

開発要請
~~・九

【支援機器等教材の開発 】
開発件数 :9件

9障害種:視覚障害、聴覚・言語障害、知的障害、
肢体不自由、病弱、 自閉症、
情緒障害、 LD.ADHD、重複障害等

' 障害の状態等に応じた使いやすい支掻機器等教材の普及

支援機器等教材を活用した指導方法充実事業

学校において、 ICTなどに関する外部専門家
の支援を受けつつ、支媛機器等教材を活用した
指導方法に関する実践的な研究を実施

品

対象地域:3地域・大学

支媛機器等教材を活用した実践的な指導方法の普及

-28-



特総研支援機器等教材普及促進事業
(独)国立特別支援教育総合研究所

特別支援教育教材ポータルサイド支援教材ポータル)

h t t p : / / k y 0 z a i . n i s e . g 0 .j p / 

障害のある幼児児童生徒一人ひとりの状態や特性などに応じた支援機器等教材に
関する活用方法や取組事例などの情報提供ポータルサイトです 。(H27.3，....，)

…..a田園
Xをnf'....:lIl恒例'!!' .'"制m 国 田

〈 支援教材ポータル
NISE 特別支11般宵敏符 ポータルサイ ト

| ホ-1.>. | 車サイトについて 馴 ・詩情a!I'S:

『教材・支援機器」をキーワード
や条件で絞り込んで検索します

.。。
「教材・支援機器Jと「実践事例」が相互に参照できます。

普及活動ーーーーーー
展示会の開催

-支媛機器等教材の教育

現場における活用方法

や事例を紹介するため
の展示会を開催。

の
絡調

を
を
施

層

材

実

者
教
を

導

等

修

指

器

研

匝

の
機
践

誼

県

援

実

ヨ

府
支
た

の一

道
に
し

会

都
象
用

隆

各
対
活



| 自立社会参加一一段階……教育充実事業 目

① キャリア教育・就労支媛等の充実事業 平成~.(j年庭予算額 t~百万円{平成~年鹿予算額 319百万円-

特別支援学校高等部の就職率(28.4 %)の一層の向上に向けた取組が必要 高等学校の発達障害の生徒への指導の充実が必要
→ 企業等のニーズや実情豊麓ま乏た援業の改善・査実 → 特別支護学校のノウハウ巷取り入れた指導の改

→ 早期からのキャリア教育等の推進(小・中・高等部の系統的なキャリア教膏)差二五塞

ーーーーーーーー園田司、

{ 障害のある生徒が自立し社会参加を図るためには、高等学校段階におけるキャリア教育・職業教育を推進し、福祉や労働等の関係機関 ) 
!と連携しながら就労支援を充実することが必要である。また、とりわけ高等学校においては、発達障害のある生徒に対して、特別支援学校 l 
1高等部のセンター的機能を活用しながら、適切な指導や支援を行うことが必要である。 ; 
i このため、労働、福祉の関係機関等と連携し、高等学校段階におけるキャリア教育、就労支援等の充実を図る事業を実施する。 j 
、ー

モデル地域における取組
(就職支援ネットワーク会議の設置)

モデル校の改善プランの検討・評価
特別支緩学校が核となって地媛の労働関係機関等とのネッ

トワークの構築を図り、モデル校(特別支媛学校、百高等学校)
の改善プランの後封、評価。

教員の研修の実施
一一

障害者を雇用する企業現場等での実情を踏まえた指導の

充実が図れるよう、教員の研修プログラムを開発し、企業で
1の体験研修等を実施.

技能検定等の開発
生徒が自的意織を持って学習意欲を高めたり、就臓の際に

在学時の学習の成果を鉦明したりする上で活用できるよう
三技能倹定等を開発・実施。

f授業の改善・充実(例)
-小・中・高等部での現場実習者存体験活動の実施
.新しい稼業に関する教科等の開発

-校内での模綬庖舗実習
-長期間の現場実習
・現場実習の評価シートの開発 電事

授業の改善・充実(例)
.個別の教育支彼計画の作成・活用

・ソーシャルスキルトレーニングの実施
.社会人としての生活に関する隣諸

-自己理解、環境銅盤、人に支爆を求めるなどの
¥ ・就業体験の実施 等

障害者の自立と祉会参加の推進



自立・社会参加に向けた高等学校段階における特別支媛教育充実事業 I 

②個々の能力・亨能を伸ばす特別支援教育モデル事業 平成，，~年麿予算額iT[i]百万円{平成p..{:j年度予算額íf.I!]百万円~

f 障害による学習上文は生活上の困難の改善・克服を目的とする自立活動等について、高等学校においても実施でき ! 
iるよう「特別の教育課程」の編成に関する研究とともに、障害のある生徒の主体的な取組を支援するという視点に立ち、 i 
iその持てる力を高めるよう、教科指導等を通した個々の能力・才能を伸ばす指導の充実に関する研究を実施し、高等学 l
L校における特別支援教育の充実を図る。 ノ
|ーl1!mII ro 

"1 【3カ年の研究指定】

• ・

• • • • • • • • • • • • • • • • 
・

( ，年目 :教育繰程の特例に向けた準備、一都民行的実施
ー I 2年目 .教育際程の特例の適用、全体の綜行的実施

【25地域(1地域当たり晶校1校程度)】I;年目 :2年目の実締結果を踏まえた改善・実施

。対象:言霊燈望書‘皇閉症重苦B情鐙E藍讐賓，璽短章B 撃墜事5 学霊陵望者s 注意欠騒多量出性燈望書人肢体不"ÉlIÉ塞~.翁璽者及び身体J$意書

| ②障害に応じ
※教育際線の特例手適用(学ヰ

た特別の指導
宣教育法維行規且1I第八十五条) 1I 外

i 部

自立活動等担当教員 ι!み
・自立活動などの障害に応じた i 何
特別の指導を担当する教員を配汁 寺
置。 i の

!活
!用

___.J 

自立活動の指導 教科・科目の補充指導
f障害による学習上又は生活よ '・障害の状態に応じた各教科・科
の困難の改善・克服を目的とした 目の織充指導を実施。

ー自立活動の指導を実施。

| 合わせて年間iIi:I;J単位程度 目
③個々の能力・才能を伸ばす指導
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一斉授業の改善工夫 能力・才能を伸ばす重点指導
・障害のある生徒と、ない生徒が共に学ぶ一斉 ・障害のある生徒の得意分野を伸ばす教科
授業での、理解しやすい授業づくり、障害のあ 指導の充実、指導上の配慮の検討。
る生徒への個別の配慮等。

高等学校における特別支援教育の充実

内 自立活動により、 障害による学習上文は生活よの困難の改善・克服::一斉授業等の中で、得意分野を更に伸ばす
(例)クラスの仲間とのコミュニケーシヨンなど対人関係が困難。:: (例)読むことは困難だけど、計算はズパ抜けている。 戸、

~fJ^ →自立活動の「人間関係の形成」に関する指導により改善 :i →文章を図解するなど視覚化を重視した国語の一斉授業の改善 ば負
玄l税 ......................................................二.......................JLH・H・ (黒焦収支日燃?253.1 fr.鰐票点rM調主g.. .::~.1.:.-w.…!i.j



I特別支援教育就学奨励費(負担金補助金交付金〉 || 
平成~~年度予算額 ~":Ic]百万円(平成~.{;)年度予算額 ~百万円) I 

特別支援学校及び小・中学校の特別支掻学級等への就学の充実を図るため、障害のある児童生徒等の
保護者等の経済的負担を軽減するために必要な援助を行い、もってこれらの学校への就学を奨励するとともに
特別支援教育の掻興を図る。(根拠法令 :特別支援学校への就学奨励に関する法律)

O 特別支援教育就学奨励費量担金 6，318百万円(6，133百万円)
・公私立の特別支援学校の小学部、中学部及び高等部(専攻科を除く)の児童生徒の保護者等に対する補助

O 特別支援教育就学奨励費益盈金 4， 706百万円(3，510百万円)
・公私立の特別支援学校(負担金の対象経費を除く)並びに小・中学校の特別支援学級の幼児児童生徒の保護者等に
対する補助

・公私立の小・中学校の通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の保護者等に対する補助 rf?' ~へ
.学校現場等における特別支援教育の体制整備に要する経費を補助

0 特別支援教育就学奨励費玄盆金 559百万円( 508百万円)
・国立大学法人が設置する国立大学に附属する特別支援学校並びに小・中学校の特別支援学級の幼児児童生徒の保護
者等に対する補助

-国立大学法人が股置する国立大学に附属する小・中学校の通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の保護者等に
対する補助

教育(;)機会均等(;)確保

保護者

補助対象経受
・教科書賂入賞
.学校給食費

・交通貨

-修学旅行費
・寄宿舎居住経費

・学用品費 など

障害のある子供
，、
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教職員指導体制の充実~授業革新やチーム学校などの推進~

(平成27年度 義務教育費国庫負担金予算)

《義務教育費国庫負担金》

平成27年度予算案 1兆5，284億円 (対前年度企38億円)

(参考)復興特別会計 22億円(前年同)

( .教職員定数の増 +19億円( +900人)

卜少子化等に伴う教職員定数の減 企86億円(企4，000人)

い教職員の若返り等による給与減 企61億円
ト人事院勧告の反映による給与改定 +90億円

ぺ 従来の暗記中心の受け身型一斉授業から、子供達が双方向に対話し学び合いながら主体的に考え探究するカを 「
育てる課題解決型授業(アクティブ・ラーニング)への転換を推進

2.教員が授業に一層専念できるよう、学校に多様な専門スタッフを配置するとともに、 学校マネジメント体制を強化し、

学校のチームとしての教育力・組織力を最大化

3.教育格差の解消や特別支援教育等の充実

4.統合校への支援や過疎地の小規模校への支援

L____ー・圃圃圃ーーーーーーーー圃圃園田・圃圃・圃ーーーーー園田園田

教職員定数の改善

平成27年度加配定数:約64.200人 (特別支援教育対応:6.276人)
限同

《新たな定数措置900人の内訳》

I授業革新等による教育の質の向上 PiffiJ人l I個別の教育課題への対応 P~人 i
100人 炉 p、
数 以下t'，

① 課題解決型授業(アクティブ・ラーニング)の推進 100人
② 小学校における専科指導の充実等 100人

① 家庭環境や地域間格差など教育格差の解消

②J童創玄援教貰皇室塞
③ いじめ等の問題行動への対応

l2チーム学校の推進 仰人l I!学校規模の適正化への支援 幻O人l
① 学校マネジメント機能の強化(主鰍臨鞠闘の鉱充)100人〉悼法"吋:① 統合校への支援(統合前1年~統合後符)
② 専門人材の配置充実(学校司書、 ICT専門職員等) 100人 口 ・・ 一 ② 過疎地の小規模校への支援
③養護教諭・栄養教諭等の配置充実 30入 品1~~ï4.，・ zm春季祭

(参考)被災した児童生徒のための学習支援として前年同(1，000人)の加配措置【復興特別会計}
ー33-



特別支援教育対応の教職員加国定数の推移 1 

0 平成 27年度予算における特別支援教育対応の加配定数は、 6， 276人

7.000 

6.500 

6.000 

5，500 

5，000 

4，500 

4，000 

3.500 

3.000 

2.500 

2.000 

1，500 

1.000 

500 。

特別支援教育対応の教職員加配定叡の推移

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

予算
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特別説教育支援員の地方財政措置について | 
【27年度措置額:約569億円(26年度措置額:約530億円】

「特別支援教育支援員」は、公立幼稚園、小・中学校、高等学校において、校長、教
頭、特別支援教育コーディネータ一、担任教師等と連携のうえ、日常生活上の介助(食
事、排池、教室の移動補助等)、発達障害等の幼児児童生徒に対する学習支援、幼児
児童生徒の健康・安全確保、周囲の幼児児童生徒の障害理解促進等を行う。

-特別支援教育支援員の配置に係る経費(拡充)

口公立幼稚園、小・中学校及び高等

学校において、障害のある幼児児童 学校種 平成27年度

生徒に対し、学習活動上のサポート

等を行う「特別支援教育支援員」を配 幼稚園【拡充】 5，600人|

置するため、都道府県・市町村に対し 小・中学校【拡充】 43，600人|
て、必要な経費を措置するもの。

高等学校 500人

合計 49，700人

平成26年度

5.300人

40，500人

500人

46，300人

(事業費:約569億円) (事業費:約530億円)

平成19年度.....，.公立小・中学校について地方財政措置を開始

平成21年度.....， .公立幼稚園について地方財政措置を開始

平成23年度.....，.公立高等学校について地方財政措置を開始

ー35-



査星
学習指導要領は、これまで概ね10カ年ごとに改訂されており、その改訂に併せて整備基準を改定

してきたところである。
今回の新学習指導要領に併せて、文部科学省では、各教育委員会、各学校で教材を整備する際の
「参考資料」として、平成23年4月、 「教材整備指針」を示したところである。

立Jii!;¥
「義務教育諸学校における新たな教材整備計画」

〈平成24年度から33年度までの10年間〉

年次計画額

単年度描置額〈普通交付税〉約800億円 (10力年総額約8，000億円〉
(小学校:約500億円、中学校:約260億円、特別支援学校 :約40億円〉

積算内容

o i教材整備指針J (平成23年4月通知)に基づく例示教材等の整備に必要な経費を積算。

(1 )既に学校が保有している教材について、更新に必要な経費

(2)新学習指導要領に対応するため、外国語活動(小学校〉 、武道のl必修化(中学校)
及び和楽器整備等(中学校〉の整備に必要な経費

(3)特別支援教育の指導に必要な経費

(4)少額理科教材〈理科教育等設備整備費補助金の苅象とならないもの〉

(5)技術革新に伴う電子黒板、地上デジタルテレビ等
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